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⼆段階開⽰を⾏うことを選択する場合の留意事項 
2026 年 3 ⽉ 31 ⽇公表 

⽬ 的 

1. 本⽂書は、「企業内容等の開⽰に関する内閣府令」（昭和 48 年⼤蔵省令第５号）（以下
「開⽰府令」といいます。）に従い、経過措置として⼆段階開⽰を⾏うことを選択する場合におい
て、有価証券報告書及び訂正報告書を作成するにあたり参考となる情報を提供することを⽬的
としています。 

 
キーワード 
⼆段階開⽰、同時開⽰、有価証券報告書、訂正報告書、準拠表明、公表承認⽇、相互参照、後
発事象 
 
開⽰府令等の改正における⼆段階開⽰とは 

2. 2026 年 2 ⽉ 20 ⽇、⾦融庁より開⽰府令等の改正が公表されました。有価証券報告書の提
出期限は、事業年度経過後 3 か⽉以内とする現⾏制度が維持されていますが、開⽰府令では、
SSBJ 基準に従った開⽰について、経過措置として、SSBJ 基準の適⽤開始年度及びその翌年
度の 2 年間については、⼆段階開⽰が認められています。 

3. ⼆段階開⽰とは、有価証券報告書において SSBJ 基準により開⽰することとされている事項を記
載せず、翌事業年度の半期報告書を提出すべき期間の末⽇までに、SSBJ 基準により開⽰する
こととされている事項を記載した訂正報告書を提出することをいいます。なお、上場会社等（⾦
融商品取引法第 24 条の５第１項）の半期報告書を提出すべき期間の末⽇は、⾦融機関以
外にあっては中間期末から 45 ⽇となっています。 

 

 

事業年度開始⽇から6か⽉経過後45⽇以内

半期報告書の提出期限までに事業年度経過後3か⽉以内

3⽉末 6⽉末 9⽉末 10⽉末 11⽉末

有価証券報告書 訂正報告書

半期報告書

決算⽇ 中間会計
期間の末⽇

【3⽉決算企業の場合】

1段階⽬の開⽰ 2段階⽬の開⽰
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財務諸表との同時の報告の定めとの関係 

4. SSBJ 基準では、サステナビリティ関連財務開⽰は、関連する財務諸表と同時に報告しなければ
ならないとされていますが、法令の定めに基づきサステナビリティ開⽰基準に従った開⽰を⾏う場合
で、当該法令が、関連する財務諸表と同時に報告しないことを容認している場合には、同時に報
告しないことができるとされています。 

サステナビリティ関連財務開⽰は、関連する財務諸表と同時に報告しなければならない。ただし、
次のいずれかに該当する場合、同時に報告しないことができる。（適⽤基準第 67 項） 
(1) 法令の定めに基づきサステナビリティ開⽰基準に従った開⽰を⾏う場合で、当該法令が、関

連する財務諸表と同時に報告することを禁⽌しているか、同時に報告しないことを容認して
いるとき 

5. このため、開⽰府令に従って⼆段階開⽰を⾏った場合でも、SSBJ 基準の他のすべての定めに準
拠している場合、SSBJ 基準に準拠している旨を記述できると考えられます。 
 

⼀段階での開⽰は認められるのか 

6. ⼆段階開⽰は、開⽰府令の経過措置として、SSBJ 基準の適⽤開始⽇から 2 年間認められま
すが、⼀段階での開⽰（財務諸表との同時開⽰）も可能であると考えられます。この場合、
SSBJ 基準により開⽰することとされている事項は、すべて有価証券報告書に記載することになり
ます。 

 
⼆段階開⽰における 1 段階⽬の開⽰項⽬と 2 段階⽬の開⽰項⽬ 

7. ⼆段階開⽰を⾏うことを選択する場合の 1 段階⽬の有価証券報告書の開⽰項⽬は次のとおり
となります。 

(1) 財務諸表の開⽰は必須。 

(2) サステナビリティに関する考え⽅及び取組において、SSBJ 基準を適⽤する場合（開⽰府
令第 19 条の 9 第 1 項⼜は第 2 項の適⽤を受ける者）に記載が求められる次の事項
（開⽰府令第⼆号様式「記載上の注意」(30)a(b)から(d)） 

(b) 第 19 条の９第１項⼜は第２項のいずれの規定の適⽤を受けるものかの別 
(c) 企業内容等の開⽰に関する内閣府令及び特定有価証券の内容等の開⽰に関

する内閣府令の⼀部改正する内閣府令（令和８年内閣府令第５号）附則第
２条第２項の規定の適⽤を受けている場合［⼆段階開⽰を⾏う場合を指します］に
は、その旨及び最近事業年度の次の事業年度に係る半期報告書の提出期限ま
でにサステナビリティ開⽰基準により開⽰することとされている事項を記載した訂正
届出書を提出する旨 
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(d) サステナビリティ開⽰基準に基づく経過措置（サステナビリティ開⽰基準で定めると
ころにより、当該経過措置の適⽤を受ける場合にはその旨を開⽰することとされてい
るものに限る。）の適⽤を受けている場合には、その旨並びにその根拠となる規定
及び内容［SSBJ 基準により開⽰することとされている事項の⼀部を有価証券報告書に含め

る場合かつ経過措置の適⽤がある場合に、記載することが考えられます］ 

(3) サステナビリティに関する考え⽅及び取組において、⼈的資本（⼈材の多様性を含む）に
ついて、記載が求められる次の事項（開⽰府令第⼆号様式「記載上の注意」(30)c）。 

(a) ガバナンス（サステナビリティ関連のリスク及び機会を監視し、及び管理するための
ガバナンスの過程、統制及び⼿続をいう。）及びリスク管理（サステナビリティ関連
のリスク及び機会を識別し、評価し、及び管理するための過程をいう。） 

(b) ⼈材の多様性の確保を含む⼈材の育成に関する⽅針及び社内環境整備に関す
る⽅針（例えば、⼈材の採⽤及び維持並びに従業員の安全及び健康に関する
⽅針等）を戦略において記載 

(c) (b)で記載した⽅針に関する指標の内容並びに当該指標を⽤いた⽬標及び実績
を指標及び⽬標において記載 

なお、１段階⽬の有価証券報告書に、SSBJ 基準により開⽰することとされている事項の⼀部を
記載することもできると考えられます。 

8. ⼆段階開⽰を⾏うことを選択する場合の 2 段階⽬の訂正報告書の開⽰項⽬は、SSBJ 基準に
より開⽰することとされている事項を記載することになりますが、SSBJ 基準の適⽤にあたり次の点
に留意する必要があると考えられます（詳細は本資料第 11 項以降をご確認ください）。 

(1) 準拠表明は、SSBJ 基準のすべての定めに準拠している場合にのみ表明されるため、2 段
階⽬の訂正報告書の開⽰をもって表明することが想定される。 

(2) 公表承認は、SSBJ 基準のすべての定めに準拠したサステナビリティ関連財務開⽰を公表
することについて承認することを意味するため、2 段階⽬の訂正報告書の開⽰において公表
承認⽇を開⽰することが想定される。 

(3) 1 段階⽬の有価証券報告書に開⽰した内容について、SSBJ 基準の要件を満たす場合、
相互参照により 2 段階⽬の訂正報告書に含めることができる。ただし、公表承認⽇までに
⽣じた後発事象を考慮し、必要に応じて 1 段階⽬の有価証券報告書に開⽰した情報の
更新⼜は追加の情報の開⽰が必要となることがある。 
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⼆段階開⽰の適⽤の組み合わせ 

9. 開⽰府令の経過措置として、⼆段階開⽰は SSBJ 基準の適⽤開始年度及びその翌年度の 2
年間認められていることから、⼆段階開⽰の適⽤にあたっては次の組み合わせが考えられます。 

 SSBJ 基準適⽤開始年度 SSBJ 基準適⽤開始年度の翌年度 
① ⼀段階での開⽰（同時開⽰） ⼀段階での開⽰（同時開⽰） 
② ⼆段階開⽰ ⼀段階での開⽰（同時開⽰） 
③ ⼀段階での開⽰（同時開⽰） ⼆段階開⽰ 
④ ⼆段階開⽰ ⼆段階開⽰ 

10. 例えば、スコープ 3 温室効果ガス排出の測定に⼀定の時間を要することから、1 段階⽬の時点に
おいて、当該情報を除き、SSBJ 基準で開⽰により開⽰することとされている事項のすべてを準備
できている場合が想定されます。この場合、SSBJ 基準の適⽤開始年度は、スコープ 3 温室効果
ガス排出（ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報を含む。）を開⽰しないことができる
とする経過措置（気候基準第 103 項(2)）を適⽤し、⼀段階での開⽰（財務諸表との同時開⽰）
を⾏い、SSBJ 基準適⽤開始年度の翌年度に⼆段階開⽰を⾏うことも考えられます。 

【3⽉決算企業の場合】

半期報告書の提出期限までに事業年度経過後3か⽉以内

3⽉末 6⽉末 9⽉末 10⽉末 11⽉末

有価証券報告書 訂正報告書
財務諸表

サステナビリティ
情報（⼀部）

サステナビリティ情報
（全部）

公表承認⽇準拠表明

決算⽇ 中間会計
期間の末⽇

府令の⼈的
資本開⽰

後発事象が
あれば反映

相互参照可

1段階⽬の開⽰ 2段階⽬の開⽰
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SSBJ 基準適⽤上の留意事項 

(1) SSBJ 基準への準拠表明 

11. SSBJ 基準では、準拠表明について次のことが求められています。 

サステナビリティ関連財務開⽰が、サステナビリティ開⽰基準のすべての定めに準拠している場合、
明⽰的かつ無限定の準拠の旨を開⽰することにより表明しなければならない。サステナビリティ開
⽰基準のすべての定めに準拠しない限り、サステナビリティ関連財務開⽰がサステナビリティ開⽰基
準に準拠していると記述してはならない。（適⽤基準第 79 項） 

12. 有価証券報告書における「サステナビリティに関する考え⽅及び取組」の開⽰を作成するにあたり、
SSBJ 基準の定めを部分的に参考にすることができると考えられますが、SSBJ 基準のすべての定
めに準拠していない場合には、SSBJ 基準に準拠していると誤解されるような記載を⾏ってはなら
ないと考えられます（SSBJ 基準における経過措置において適⽤しないことが認められるものを適
⽤しない場合は除く）。 

13. この点、⼆段階開⽰を⾏うことを選択する場合、1 段階⽬の有価証券報告書において、SSBJ
基準を参考に、あるいは SSBJ 基準の定めの⼀部のみについて開⽰するなど、SSBJ 基準により
開⽰することとされている事項のすべてを開⽰しない場合には、SSBJ 基準に準拠していると記述
してはならないと考えられます。 

14. そのような場合には、2 段階⽬の訂正報告書において、SSBJ 基準のすべての定めに準拠したサ
ステナビリティ関連財務開⽰となるため、SSBJ 基準への準拠表明を⾏うことになると考えられます。 

【1段階⽬の時点において、スコープ3温室効果ガス排出の情報を除き、SSBJ基準で開⽰すべきす
べての情報が準備できている場合】

1段階⽬の開⽰ 2段階⽬の開⽰

有価証券報告書
財務諸表

サステナビリティ情報
スコープ3

有価証券報告書
財務諸表

サステナビリティ情報
スコープ3 後発事象が

あれば反映

相互参照可

公表承認⽇
準拠表明

訂正報告書

サステナビリティ情報
スコープ3 公表承認⽇

準拠表明

SSBJ基準
適⽤開始
年度の
翌年度

スコープ3温室効果ガス排出（ファイ
ナンスド・エミッションに関する追加的
な情報を含む）の開⽰の免除に関
する経過措置を選択

（気候基準第103項(2)）

SSBJ基準
適⽤開始

年度

︓スコープ３を開⽰しない
︓スコープ３を開⽰する

スコープ3
スコープ3
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(2) 公表承認⽇ 

15. SSBJ 基準では、公表承認⽇について次のことが求められています。 

サステナビリティ関連財務開⽰の公表承認⽇及び承認した機関⼜は個⼈の名称を開⽰しなけれ
ばならない。（適⽤基準第 70 項） 

16. 公表承認⽇は、どの時点までの後発事象が開⽰に含まれているかを理解するために必要な情報
と考えられます。公表承認⽇に関する開⽰を⾏うにあたり、サステナビリティ関連財務開⽰を公表
することを承認する権限を有する機関⼜は個⼈を定め、当該機関⼜は個⼈がサステナビリティ関
連財務開⽰を公表することを承認した⽇を公表承認⽇とすることが必要となると考えられます（適

⽤基準 BC140 項）。 

17. この点、⼆段階開⽰を⾏うことを選択する場合、1 段階⽬の有価証券報告書において、SSBJ
基準を参考に、あるいは SSBJ 基準の定めの⼀部のみについて開⽰するなど、SSBJ 基準により
開⽰することとされている事項のすべてを開⽰しない場合には、SSBJ 基準に準拠したサステナビリ
ティ関連財務開⽰とはいえないため、公表承認⽇の開⽰は⾏わないことになると考えられます。 

18. そのような場合には、2 段階⽬の訂正報告書において、SSBJ 基準のすべての定めに準拠したサ
ステナビリティ関連財務開⽰となるため、SSBJ 基準への準拠表明を⾏うにあたり、公表承認⽇の
開⽰が必要となると考えられます。 

有価証券報告書

サステナビリティ
情報（全部）

準拠表明

財務諸表

報告期間
の末⽇

有価証券報告書
提出⽇

公表
承認⽇

⼀段階開⽰の場合
（同時開⽰）

訂正報告書

サステナビリティ
情報（全部）

準拠表明

有価証券報告書

財務諸表

サステナビリティ
情報（⼀部）

準拠表明

報告期間
の末⽇

有価証券報告書
提出⽇

公表
承認⽇

訂正報告書
提出⽇⼆段階開⽰の場合
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(3) 相互参照 

19. SSBJ 基準では、相互参照について次のことが求められています。 

サステナビリティ開⽰基準で要求する情報は、次のすべての要件を満たす場合、相互参照により
サステナビリティ関連財務開⽰に含めることができる。（適⽤基準第 64 項） 
(1) 法令の定めに基づきサステナビリティ開⽰基準に従った開⽰を⾏う場合で、当該法令が、相

互参照により開⽰を⾏うことを禁⽌していない。 
(2) 相互参照により含まれる情報がサステナビリティ関連財務開⽰の⼀部となり、サステナビリティ

開⽰基準の定めに準拠している。例えば、当該情報は、第 17 項及び第 18 項に定める有
⽤なサステナビリティ関連財務情報の質的特性を有する情報であることが必要である。 

(3) 相互参照される情報が、サステナビリティ関連財務開⽰と同じ条件で利⽤可能であり、サス
テナビリティ関連財務開⽰が利⽤可能となる時点で利⽤可能となっている。 

(4) サステナビリティ関連財務開⽰が、相互参照により情報を含めることによって理解が難しくなら
ない。 

 

サステナビリティ関連財務開⽰の公表を承認する機関⼜は個⼈は、相互参照により含められる情
報について、直接含められる情報と同じ責任を負う。（適⽤基準第 65 項） 

 
 
 

報告期間
の末⽇

有価証券報告書
提出⽇

公表
承認⽇

⼀段階開⽰の場合
（同時開⽰）

有価証券報告書

サステナビリティ
情報（全部）

公表承認⽇

財務諸表

有価証券報告書

財務諸表

サステナビリティ
情報（⼀部）

公表承認⽇

報告期間
の末⽇

有価証券報告書
提出⽇

公表
承認⽇

訂正報告書
提出⽇

⼆段階開⽰の場合

訂正報告書

サステナビリティ
情報（全部）

公表承認⽇
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SSBJ ハンドブックは、サステナビリティ基準委員会（SSBJ）事務局が SSBJ 基準を利⽤される⽅の便宜を考慮して作成
したものであり、サステナビリティ基準委員会の審議を経ていない。 
また、SSBJ ハンドブックに含まれる本⽂書は、公表⽇⼜は更新⽇現在のものであり、今後、更新する場合がある。 

 

サステナビリティ開⽰基準で要求する情報が相互参照により含められる場合、サステナビリティ関
連財務開⽰において、当該情報が報告されている報告書を明瞭に識別し、当該報告書の⼊⼿
⽅法を説明しなければならない。また、相互参照は、当該報告書の正確に特定された部分に対
して⾏われなければならない。（適⽤基準第 66 項） 

20. ⼆段階開⽰を⾏うことを選択する場合、2 段階⽬の訂正報告書において、相互参照する場合の
すべての要件を満たす限りにおいて（適⽤基準第 64 項から第 66 項）、1 段階⽬の有価証券報告
書に記載した内容について、相互参照によりサステナビリティ関連財務開⽰に含めることができると
考えられます。 

21. ここで、サステナビリティ関連財務開⽰は、報告期間の末⽇後、公表承認⽇までに報告期間の
末⽇現在で存在していた状況について情報を⼊⼿した場合、新規の情報に照らして、当該状況
に関連する開⽰を更新しなければならない（適⽤基準第 71 項）とされていることから、後発事象の
取扱いについて留意する必要があります。2 段階⽬の訂正報告書において後発事象の取扱いを
検討した結果、1 段階⽬の有価証券報告書により開⽰した情報について更新の必要がないと判
断した場合に、有価証券報告書の開⽰内容を相互参照によりサステナビリティ関連財務開⽰に
含めることができると考えられます。 

 
(4) 後発事象 

22. SSBJ 基準では、後発事象について次のことが求められています。 

報告期間の末⽇後、サステナビリティ関連財務開⽰の公表承認⽇までに報告期間の末⽇現在
で存在していた状況について情報を⼊⼿した場合、新規の情報に照らして、当該状況に関連す
る開⽰を更新しなければならない。（適⽤基準第 71 項） 

 

報告期間の末⽇後、サステナビリティ関連財務開⽰の公表承認⽇までに発⽣する取引、その他
の事象及び状況に関する情報について、当該情報を開⽰しないことにより、主要な利⽤者の意
思決定に影響を与えると合理的に⾒込み得る場合には、当該情報を開⽰しなければならない。
（適⽤基準第 72 項） 

23. 後発事象の対象期間は、報告期間の末⽇後からサステナビリティ関連財務開⽰の公表承認⽇
までとなるため、⼆段階開⽰を⾏う場合、2 段階⽬の訂正報告書の公表承認⽇までに⽣じた事
象について、後発事象の取扱いを検討することが必要になると考えられます。 

24. この点、財務諸表については、本資料第 7 項に記載のとおり、⼆段階開⽰を⾏う場合においても、
1 段階⽬の有価証券報告書において財務諸表の開⽰が必須であり、⼆段階開⽰の対象ではな
いため、2 段階⽬の訂正報告書において、財務諸表に関する後発事象の検討の必要はないと考
えられます。 
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25. また、本資料第 20 項及び第 21 項のとおり、2 段階⽬の訂正報告書におけるサステナビリティ関

連財務開⽰において、1 段階⽬の有価証券報告書に記載した内容を相互参照により含める場
合には後発事象の取扱いについて留意する必要があります。 

26. 例えば、1 段階⽬の有価証券報告書において、⾒積りにより測定した温室効果ガス排出量を開
⽰した場合で、2 段階⽬の訂正報告書の公表承認⽇までに、報告期間の末⽇現在で存在して
いた状況について情報を⼊⼿したときは、新規の情報に照らして、温室効果ガス排出量について
⾒積りを更新することになると考えられます。この場合は、訂正報告書において、有価証券報告
書における温室効果ガス排出量に関する開⽰のうち情報が更新された部分について、相互参照
によりサステナビリティ関連財務開⽰に含めることはできないと考えられます。 

27. なお、新規の情報に照らして検討した結果、情報に重要性がない場合は温室効果ガス排出量
について⾒積りを更新しないことも考えられます。この場合は、訂正報告書において、有価証券報
告書における温室効果ガス排出量に関する開⽰を相互参照によりサステナビリティ関連財務開
⽰に含めることができると考えられます。 

報告期間
の末⽇

公表
承認⽇

有価証券報告書
提出⽇

サステナビリティ
関連財務開⽰

報告期間の末⽇現在
で存在していた状況に

関する新規の状況

報告期間の末⽇後に
発⽣する取引、その他
の事象及び状況に関

する情報

新規の情報に照らした開⽰の更新
（適⽤基準第71項）

報告期間の末⽇後に発⽣する取引、
その他の事象及び状況に関する情報の開⽰

（適⽤基準第72項）

⼀段階開⽰の場合
（同時開⽰）

報告期間
の末⽇

有価証券報告書
提出⽇

公表
承認⽇

訂正報告書
提出⽇

サステナビリティ
関連財務開⽰

報告期間の末⽇現在
で存在していた状況に

関する新規の状況

報告期間の末⽇後に
発⽣する取引、その他
の事象及び状況に関

する情報

新規の情報に照らした開⽰の更新
（適⽤基準第71項）

報告期間の末⽇後に発⽣する取引、
その他の事象及び状況に関する情報の開⽰

（適⽤基準第72項）

⼆段階開⽰の場合

財務諸表 後発事象

（*1）財務諸表の後発事象の評価期間は次のとおりである
【⽇本基準の場合】
・2027年4⽉1⽇前に開始する事業年度︓報告期間の末⽇後、⾦融商品取引法の監査報告書⽇まで
・2027年4⽉1⽇以後開始する事業年度︓報告期間の末⽇後、財務諸表の公表の承認⽇まで

【IFRS会計基準の場合】
・報告期間の末⽇後、財務諸表の公表の承認⽇まで

財務諸表の
公表の承認⽇

（*1）
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28. 後発事象の取扱いを検討した結果、1 段階⽬の有価証券報告書により開⽰した情報の更新⼜
は公表承認⽇までに発⽣した翌報告期間に関する取引、その他の事象及び状況に関する情報
を訂正報告書に記載する場合があると考えられます。 

 
関連する SSBJ ハンドブック 

 「SSBJ 基準のすべての定めに準拠していない場合の開⽰」 

 「サステナビリティ関連財務開⽰の公表承認⽇」 

 「サステナビリティ開⽰基準で要求する情報の相互参照が認められる場合」 

 「⽇本基準で財務諸表を作成する場合の後発事象と財務情報のつながり」 

 

SSBJ 基準の定めは、重要性がない項⽬に対して
適⽤する必要はないことにご留意ください。 

 
以 上 

 

報告期間の末⽇現在で存在し
ていた状況について情報を⼊⼿

訂正報告書

サステナビリティ
情報（全部）

温室効果ガ
ス排出量
〇〇〇

有価証券報告書
財務諸表

サステナビリティ
情報（⼀部）
温室効果ガ
ス排出量

XXX

有価証券報告書
提出⽇

公表
承認⽇

訂正報告書
提出⽇

報告期間
の末⽇

⼆
段
階
開
⽰
भ
場
合

新規の情報に照らした開⽰の更新


